
様式１（特別支援学校）
【特別支援学校用】

令和７年度学校評価 結果・学校関係者評価

５　最終評価

（１）共通評価項目

評価項目 取組内容
成果指標
（数値目標）

達成度
（評価）

実施結果 評価 意見や提言

○児童生徒一人一人のニーズに応じた
指導・支援による確かな学力の定着

○児童生徒の実態把握と学習指導要領
の各教科等の学習状況を踏まえて学習
内容の設定を行い、学力の定着につな
がる授業ができたと答える教員が80％
以上
○児童生徒の実態に応じた指導・支援
により、学んだことが身に付いていると
答える保護者が80％以上

・個別の指導計画の作成を通して、児童
生徒の実態を把握し、学習指導要領の
各教科等の内容と「学びの履歴」を踏ま
えて学習内容の設定を行う。
・学年や学習グループでの個別の指導
計画の検討と評価を継続して行い、ＰＤ
ＣＡサイクルを通して授業改善につなげ
るとともに、教科会で教科の評価に関す
る検討を行う。

A

・個別の指導計画をもとに学習指導要領に
沿った指導の充実を図った。「児童生徒が
持っている能力や可能性を伸ばす授業を実現
できた」と回答した教員は98％、「児童生徒の
ニーズに応じた指導・支援、授業が行われて
いる」と回答した保護者は89％であった。今後
もＰＤＣＡサイクルを通して教師の指導改善と
児童生徒の学習改善につながるものにしてい
く。

A

・児童生徒一人ひとりの実態に基づいた学習指導が、
教員側の手応えだけでなく、保護者から高い満足度を
得ているため、今後も継続して実施してほしい。
・個々のニースに応じた指導・授業は素晴らしいと思う
ので、PDCAサイクルを通して、今後も長期的に生徒の
能力や可能性を伸ばしてほしい。

教務部

○将来の自立と社会参加に向けた進路
指導と一人一人の可能性を伸ばす進路
学習の充実

○「児童生徒の自立や社会参加を意識
した授業作りや授業改善など工夫でき
た」と回答する職員が80％以上
〇「児童生徒の実態や希望、ニーズに
応じた進路指導、進路学習ができてい
る」と回答する保護者が80％以上

・地域との連携や動向を意識した進路研
修を年3回実施する。
・各関係機関、福祉制度等の情報を月１
回以上提供する。
・児童生徒、保護者の希望やニーズを把
握した授業や研修、進路見学、就業・施
設体験を実施する。 A

・地域との連携や動向を意識した進路研修を
年３回実施し、進路指導や支援に対する意識
が高まっている。「児童生徒の自立や社会参
加を意識した授業作りや授業改善など工夫で
きた」と回答した職員が99％、「児童生徒の実
態や希望、ニーズに応じた進路指導、進路学
習ができている」と回答した保護者が91％で
あった。今後も、社会の動向や児童生徒、保
護者のニーズを意識し、関係機関と連携しな
がら一人一人の可能性を伸ばす進路学習の
充実を図っていく。

A

・関係機関との連携を図りながら、進路についての指
導・支援がしっかりできており、児童生徒の実態やニー
ズを的確に捉えた授業改善や、進路指導、進路学習
ができていると評価できる。今後も一人ひとりの可能性
を伸ばす進路学習を継続してほしい。
・就業施設体験先を決めていくうえで、授業などで自己
分析をしたり、職場や施設先を調べて皆で共有したり
することで、多くの情報を得られ、生徒も将来をイメー
ジしやすくなるのではないかと思う。

進路指導部

●児童生徒が、自他の生命を尊重する
心、他者への思いやりや社会性、倫理
観や正義感、感動する心など、豊かな心
を身に付ける教育活動

○学習や児童生徒会の活動、行事等の各
学習において「思いやりや豊かな心」を育む
指導を心がけた教員が80％以上
〇「思いやりや豊かな心」を育むために、学
校生活が役に立っていると思う保護者が
80％以上

・全課程全学年の児童生徒に「平等、尊
重」の心を育む児童生徒会活動や集会
を実施する。
・人権・同和教育研修会を実施する。 A

・「思いやりや豊かな心」を育むための指導に
取り組んだ教員が99％で、88％の保護者が役
に立っていると感じていた。
・「インターネット上の人権侵害」についての研
修を行い、「思いやりや豊かな心」を育む教育
活動に取り組むことができた。

A

・人として大切な思いやりの心を育むのは日々の積み
重ねだと思うので、良い教育活動が実施されていると
感じる。今後も「思いやりや豊かな心」を育む教育を継
続してほしい。
・児童生徒会の委員会活動などを通して、他者へ思い
やりを持つなどの目標を掲げ、わかりやすく発信してい
たと思う。

生活指導部

●いじめの早期発見、早期対応に向け
た取組の充実

○いじめの未然防止、早期発見と対応に向
け、職員の共通理解ができていると答える
教員が80％以上
〇日常の連絡、面談、調査等で、児童生徒
の生活状況を学校（担当）と共通理解できて
いると答える保護者が80％以上

・学校基本方針の共通理解と周知徹底
のために職員研修を実施する。
・職員アンケートを月１回、保護者アン
ケートを学期１回実施する。

A

・月1回のいじめに関する調査、年2回の学校
生活アンケートを実施した。いじめの未然防止
や早期発見できたと感じている教員が99％で
あった。
・保護者と教員間での日常の連絡がいじめ発
見、防止につながっていると感じている保護者
が90％であった。

A

・設定した数値目標をいずれもクリアしており、いじめ
に関する取り組みが充実していると評価できる。保護
者からも日常の連絡がいじめ発見防止につながってい
ると評価されているので、今後も保護者と職員の間で
さらなる情報共有及び共通理解を深めてほしい。
・早期発見が一番なので、悩みを言えない児童生徒の
ためにも、些細なこともすぐに誰かに話せる雰囲気や
環境を今後もつくっていってほしい。

生活指導部

●学力の向上

●心の教育

達成度（評価）
 Ａ：十分達成できている
 Ｂ：おおむね達成できている
 Ｃ：やや不十分である
 Ｄ：不十分である学校名 佐賀県立中原特別支援学校（本校）

１　前年度

　　評価結果の概要

○学習指導では、グループでの検討会やＩＣＴ機器の活用等、授業改善に向けた取組、生活指導では「豊かな心」を育むための児童生徒集会や職員研修の充実により、一定の成果を上げることができた。

○令和7年度から、知的障害課程に「自立活動の時間における指導」を設定することから、自立活動計画を基に児童生徒の強みを生かした自立活動の指導の充実を図る。

○進路指導については、系統的・発展的な体験学習や就業・施設体験の実施により、児童生徒の進路意識が向上していることから、引き続き個別最適な進路指導に努めるとともに、児童生徒の自己肯定感を高める工

夫を図る。

○特別支援教育のセンター的機能の充実については、地域のニーズに合わせて、関係機関と連携した巡回指導や研修会を実施することができたが、本校の取組について保護者への理解啓発を図り、より開かれた学校

づくりに努める。

２　学校教育目標 一人一人に応じた指導・支援をとおして、児童生徒がもっている能力や可能性を最大限に伸ばし、明るくすこやかで豊かな心をもち、自立し社会参加できる児童生徒の育成を目指す。

３　本年度の重点目標

「児童生徒の豊かな生活と成長の保障」

①専門性の更なる向上と、児童生徒の自立と社会参加を目指した教育活動への反映

②一人一人の可能性を伸ばす進路指導の実現

③地域に開かれた特別支援教育のセンター的機能の充実

４　重点取組内容・成果指標

主な担当者
重点取組

具体的取組
最終評価 学校関係者評価



様式１（特別支援学校）
●児童生徒が夢や目標を持ち、その実
現に向けて意欲的に取り組もうとするた
めの教育活動。

●「授業や学校生活に対して楽しさや意
欲をもち、目の前の目標や夢に向けて
活動している」と回答した保護者が８０％
以上

●「将来の夢や目標を持てるように一人
一人に応じた指導・支援を行っている」と
回答する職員が８０％以上

・「わかる」「できる」授業実践を通して、
スモールステップでの目標を設定し、児
童生徒の自己肯定感を高めるとともに、
「わかったこと」「できたこと」を認め、ほ
める。
・小・中・高と連携した体験的な学習活動
や進路学習、就業・施設体験を実施す
る。
・児童生徒の実態や状況に応じた、支援
体制、相談体制の充実、授業改善を行
う。

A

・「わかる」「できる」授業実践を通して、「わ
かったこと」「できたこと」を認め、ほめること
で、「児童生徒は、授業や学校生活に対して
楽しさや意欲をもち、目の前の目標や夢に向
けて活動している」と回答する保護者は88％
であった。
・「児童生徒が将来の夢や目標を持てるよう
に、一人一人に応じた指導・支援を行った、行
われていると思う」と回答した、職員、保護者
が中間評価と同様、共に90％以上であった。
また、今年度は、生徒の希望に合わせて新規
事業所の開拓ができたので、今後も継続した
い。

A

・昨年度はB評価であったが、今年度は設定した数値
目標をいずれもクリアしており、目標としている授業実
践の取り組みが実施できていると評価できる。また保
護者の評価も高く学校の取り組みが保護者にも理解さ
れてきていると感じる。今年度は生徒の希望に合わせ
て新規事業者の開拓ができたとのことなので今後も生
徒が夢や目標を見いだせるよう継続してほしい。
・一人一人に応じた指導・支援とともに新規事業の開
拓などで具体的な将来への希望が提示でき、先生方
の努力が結果に表れていると感じた。
・認めてもらえたり、褒めてもらえたりすることで自信や
モチベーションにつながるので、継続してほしい。

教務部
進路指導部

●健康・体つくり

●「望ましい生活習慣の形成」
●「望ましい食習慣と食の自己管理能力
の育成」

○早寝早起きをし、毎朝朝食を食べてい
ると回答する児童生徒が80％以上
●「健康に良い食事をしている」児童生
徒80％以上

・食育講話を実施し、朝食の大切さや食
への関心を高める。
・給食試食会を実施する。
・食育だよりや保健だよりに食育に関す
る情報をプリントやＨＰに掲載する。 A

・毎朝朝食を食べていると回答する児童生徒
が89％との結果であり、早寝早起き朝ごはん
ができていると感じた。
・給食試食会、食育講演会も実施し、健康的
な食事内容や朝食の大切さを周知することが
でき、知識や意識の向上に繋がったと感じた。

A

・食育講話の実施や給食試食会、食育だよりや保健だ
よりによる発信等の多角的な啓発活動が児童生徒の
食への関心が高まったと感じる。
・望ましい生活習慣や食習慣に対する啓蒙がしっかり
されていると感じた。食育こそが一番大切なことだと思
うので、朝食を取る習慣がもっと定着できるようになれ
ばと思う。

保健厚生部

●効果的な地域支援に向けた特別支援
学校のセンター的機能の充実

〇各職員や分掌部の専門性や知見を地域
支援に活かす。本校は地域の特別支援教
育のセンター校の役割を十分に果たしてい
ると回答する職員が８０％以上
〇研修会の内容や巡回相談の活用につい
て適宜評価する。巡回相談における支援・
助言により状況が改善したと考える学校が８
０％以上

・地域の要請に応じて、校内の分掌部及び、
専門家チーム、地域のアドバイザー、特別
支援教育エリアリーダー等各関係機関と連
携しながら巡回相談を実施する。
・地域支援組織表を作成し、各分掌部会や
職員会議でセンター的機能の役割を周知
し、年度末に取組についての評価を行う。
HPで本校のセンター的な取り組みについて
紹介する。
・研修会後等にアンケートを行い、研修会や
巡回相談についての地域のニーズを把握
し、分析活用する。

A

・11市町の各教育委員会等と連携し相談会等
の実施を行った。地域のアドバイザーや鳥栖
特別支援学校準備室及び各関係機関と連携
し、研修会の運営や地域の支援状況等情報
共有した。研修会で本校の実践を地域に紹介
することができた。職員アンケートでは、セン
ター的機能を意識し、日々の業務や教育活動
に取り組むことができたとの回答が92％で
あった。地域に向けた研修会でのアンケートで
は巡回相談の助言で状況が改善したと考える
学校が90％以上であった。引き続き、各分掌
部と連携しながらセンター的機能の充実を図
るとともに、保護者への理解啓発にも取り組ん
でいきたい。

A

・各教育委員会及びその他関係機関との連携による
研修会や巡回相談による支援が充実しており、地域の
特別支援教育のセンター的役割をしっかりと果たして
いるを感じる。
・各関係機関と連携し、情報共有されていることは、安
心につながると思うので、今後も引き続き取り組んで
ほしい。

地域支援部

○地域の人々と活動を共にする交流及
び共同学習の積極的な推進

○地域の学校・行政・地域各種団体等と
連携し、計画した地域交流・居住地校交
流の実施80％以上。			

・地域各種団体と合同での年２回のふれ
あい活動を実施
・居住地校交流を実施。
・地域の団体との昔遊び交流会を実施。
･地域高等学校との交流演奏会を実施

A

・地域各種団体と合同での年２回の「ナーミー
活動」を計画どおり実施した。居住地校交流
は、19回計画のうち、交流相手校の感染症拡
大等による中止２件を除き、17回実施できた。
・老人会と中各部との昔遊び交流会を計画通
り実施した。
・三養基高校吹奏楽部との交流演奏会を実施
し、全体交流と高等部単独の交流を行った。
・交流及び共同学習全体としては、91.3％の
実施率であった。

A

・交流会等を感染症流行による中止を除き計画通り実
施し、積極的な交流及び共同学習の推進に取り組ん
でいると評価できる。計画等大変だと思うが、引き続き
取り組んでほしい。
・地域との活発な交流が図られていて素晴らしいと思
う。地域の方々とつながることは、支援学校の様子や
雰囲気を知ってもらえる良い機会だと思う。

総務部

●業務改善・教職員の働き
方改革の推進

●業務効率化の推進と時間外在校等時
間の削減

●教育委員会規則に掲げる時間外在校
等時間の上限を遵守することで、「遵守
できた」と答える職員が80％以上

●年間２０日の年次休暇のうち、職員1
人当たりの年次休暇の取得日数１４日
以上

○昨年度よりも業務の効率化が図られ
ていると答える職員が80％以上

・年間１２回以上の「完全定時退勤日」、
毎週金曜日に「ノー会議デー・定時退勤
日」を設定し、確実な実施を図る。
・半期（４月～９月、１０月～３月）で７日
間以上の年次休暇を取得できるよう、計
画的な業務の遂行を促す。
・研修等のオンデマンド化、アンケートや
提出物、会議資料のデジタル化等によっ
て、会議時間の短縮や会議の精選を行
う。
・時間外在校時間が月45時間を超える
職員については、管理職による面談を実
施し、業務の見直しについて助言を行
う。

A

・完全定時退勤日については、学部ごとの設
定では効果性が低かったので、R8年度は同
一日の設定に変更することにした。
・時間外在校等時間について、96％の職員が
遵守できており、時間を意識した働き方が定
着してきたと思われる。
・73％の職員が下半期で７日以上年次休暇を
取得できており、取得の意識が高くなっている
と思われる。また、職員全員が年間５日の取
得を達成できた。今後も休暇が取得しやすい
職場環境を維持したい。

A

・時間外在校等時間については目標値を大きく上回っ
ており、働き方改革の推進が着実にできていると感じ
る。年次休暇の取得については計画的な年休取得が
できる環境作りをお願いしたい。
・全体的な時間外在校時間が減少してきたことは好ま
しいと感じる。並行して勤務の効率化や業務の平準化
により先生方の仕事量が減って負担が減っていくこと
が好ましい。 管理職

（２）本年度重点的に取り組む独自評価項目

評価項目 重点取組内容
成果指標
（数値目標）

達成度
（評価）

実施結果 評価 意見や提言

○自立活動の推進

〇児童生徒のつよみや興味関心を生か
した自立活動の指導の授業実践

○個々の児童生徒の特性を考慮し、つ
よみや興味関心を生かした授業実践が
できたと答える教員が70％以上
〇自立活動の指導を通して、児童生徒
の生活面や学習面で良い変化が見られ
はじめたと感じる職員が60％以上

〇自立活動指導計画作成に係るサポー
ト
〇自立活動の指導に係る研修会・相談
会の実施
〇授業実践に関する情報提供、相談の
受付

A

・希望者研修会を含め、すべて計画どおりに
研修会を実施した。相談等には随時応じた。
・児童生徒の特性やつよみ、興味関心を生か
した授業実践が実施できたと答えた職員は
99％で、児童生徒の良い変化を感じている職
員は97％であった。

A

・特別支援教育ならではの自立活動の強化が図られ
て、より児童生徒の教育が充実していっていると感じ
た。
・どの課程も、自立活動を積極的に取り組むことができ
ているので、今後も継続してほしい。

自立活動部

○教育DXの推進（仮）

〇教育活動におけるＩＣＴ等の機器活用

〇校務における生成ＡＩの活用

〇ＩＣＴ機器等を用いて、児童生徒の教
科等の学習の理解を高めたり、児童生
徒が学習等に取り組める環境をつくった
りすることができたと答える教員、保護
者が70％以上
〇生成ＡＩを校務に活用できたと答える
教員が70％以上

〇ＩＣＴ活用に係る職員研修の実施、ヘ
ルプデスク（現地員）との連携、校務分
掌担当者によるサポート
〇生成ＡＩ活用に係る職員研修の実施 A

・ICT機器を活用した授業や学習環境につい
て、一定の成果が見られる。一方で近年急速
に普及している生成AIについては、活用に対
して慎重な姿勢が見られる。今後は生成AI
を、教師の専門性をサポートするアシスタント
として活用できるよう、職員研修や校内での周
知や情報共有を図っていく必要がある。

A

・これからの時代に欠かせないICT教育には、効果的
な利用の促進かつ慎重な利用が求められていくと思
う。
・ICT機器の活用はどんどん取り入れて、子どもの可能
性を広げてほしい。しかし、インターネットやＡＩを使用
する際の注意点なども教えていくことが必要だと思う。

ＩＣＴ教育支援部

●･･･県共通　○･･･学校独自　◎･･･志と誇りを高める教育

●心の教育

●地域支援

主な担当者重点取組
具体的取組

最終評価 学校関係者評価



様式１（特別支援学校）

５　総合評価・

　　次年度への展望

・各評価項目において、保護者、職員、学校関係者から高い評価を得た。学力の向上に関して、個別の指導計画をもとに、校内研究を通した日々の授業改善やICT機器の活用、心の教育では、保護者との日常の連絡や「思いやりや豊
かな心」を育むための研修や児童生徒会活動を行ったことなどにより、一定の成果につながった。
・地域支援については、地域交流の実施率や巡回指導等の相談先の満足度が高く、本校の役割を果たすことができているが、開かれた学校づくりを進めるためには、本校の取組について、より一層理解啓発を図る必要がある。
・進路指導では、昨年度の課題であった「児童生徒が自己肯定感を高める」ために、職員全体で指導の工夫に取り組んだ。学部間で進路に関する共通意識をもつための研修を行ったり、生徒の希望に沿った進路の新規開拓ができて
おり、児童生徒のニーズに合った進路指導につながった。今後も継続していきたい。
・自立活動については、今後も学校全体で研修や研究を継続することで、授業の質を向上させ、児童生徒のより良い学校生活につなげたい。


